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特別職の給与制度について 
１．現行の特別職給与制度 

①現行の特別職給料月額等 
区分 給料月額 根拠例規 備考 

市長 ９４０,０００円 
「箕面市特別職の職員の

給与に関する条例」に規定 
平成１８年７月１日より、 
現行給料月額を適用 

副市長 ８１８,０００円 
教育長 ７２４,０００円 

 
（参考）府内類似団体の特別職給料（単位：円） 

市 市長 副市長 教育長 
 条例本則 減額後(※) 条例本則 減額後(※) 条例本則 減額後(※) 

池田市 ９８０,０００ ６８６,０００ ８５０,０００ ７６５,０００ ７５０,０００ ６７５,０００ 
守口市 ９６３,０００ ７７０,４００ ８３７,０００ ７５３,３００ ７４７,０００ ６７２,３００ 
泉佐野市 ８６０,０００ ５９３,４００ ７４０,０００ ５４７,６００ ６６０,０００ ５２１,４００ 
富田林市 １,０１０,０００ ８０８,０００ ８４０,０００ ７５６,０００ ７４０,０００ ６６６,０００ 
河内長野市 １,０００,０００ ９００,０００ ８３０,０００ ７４７,０００ ７３０,０００ ６５７,０００ 
松原市 １,０４０,０００ １,００５,７００ ８７０,０００ ８４０,７００ ８１０,０００ ７８２,４００ 
大東市 ９５０,０００ - ８２０,０００ - ７４０,０００ - 
羽曳野市 ９９０,０００ ６９３,０００ ７００,０００ - ７００,０００ - 
門真市 ９６０,０００ ７２０,０００ ８５０,０００ ６８０,０００ ７５０,０００ ６３７,５００ 

平均 ９６９,３００ ７６９,８３３ ８１５,５００ ７２７,０８５ ７３５,１００ ６５８,８００ 

(※）給与の特例としての時限的な減額措置 
 

②特別職の給料月額改定の手順 
特別職の給料月額を増額改定する場合は、箕面市特別職議員報酬等審議会において以

下の点等を勘案した審議を経て実施することにしている。 
（１）人口、財政規模等が類似している府内団体の特別職給の改定状況 
（２）一般職の職員の給与改定状況（一般職の職員の給与改定状況は参考資料①参照） 

 
２．「市民評価連動型給与制度」の導入検討の背景と先進事例 

①検討の背景 
これまでは上記１のとおり、大阪府内の類似団体の状況等を勘案して特別職の給与改定を

検討・実施してきたが、特別職の「経営責任」を明確化するとともに、市民の「市政への関心と

納得感」を高めるため、市民の市政運営に対する評価結果に応じて特別職の給料を増減する

「市民評価連動型給与制度」の導入を検討することとした。 
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②先進事例 
先進事例として、令和 5 年度より寝屋川市が本制度を実施している。 
寝屋川市の制度概要は以下のとおり。 

項目 寝屋川市の制度の概要 

導 入 の

趣旨 

特別職の「経営責任」を明確化するとともに、市民の「市政への関心と納得感」

を高めることを目的に、市民の市政運営に対する評価の結果に応じて特別職

（市長・副市長・教育長）の給料の減額幅を決定する『市民評価連動型給料』

を導入。 

制 度 の

対象 
市長、副市長、

教育長 

それぞれの領域で責任を果たし、連携を図ることで効果的な

政策展開を行っていることから、市長だけでなく副市長等も対

象とする。 

制 度 の

概要 

・「市政運営に対する評価」の結果に応じて、３０％を上限に給料を削減する。 
・「市政運営に対する評価」は、概ね４年ごとに実施している「市民意識調査」に

「市政運営に関する評価項目」を設け、否定的評価が、肯定的評価を上回っ

た場合、その上回った割合を給料から減額するもの。 
その他 賞与・退職手当は減額前の給料を基に支給 

 
例）①肯定的評価４０％、否定的評価６０％の場合 
  ⇒否定的評価が肯定的評価を２０％上回っているため、給料から２０％を減額する。 
  ②肯定的評価３０％、否定的評価７０％の場合 
  ⇒否定的評価が肯定的評価を４０％上回っているが、減額上限が３０％のため、給料から３

０％を減額する。 
 

３．本市における「市民評価連動型給与制度」の案 
①本市における制度の案 

項目 箕面市（案） 

導入の趣旨 

特別職の「経営責任」を明確化するとともに、市民の「市政への関心と納得感」

を高めることを目的に、市民の市政運営に対する評価の結果に応じて特別職

（市長・副市長・教育長）の給料の減額幅を決定する『市民評価連動型給料』

を導入。 

制度の対象 市長、副市長、 
教育長 

それぞれの領域で責任を果たし、連携を図ることで効果的な

政策展開を行っていることから、市長だけでなく副市長等も対

象とする。 

制度の概要 
・「市政運営に対する評価」の結果に応じて、減額の場合は３０％を上限に、増額

の場合は１０％を上限に給与に反映する。 
・「市政運営に対する評価」は、概ね２年ごとに実施している「市民満足度アンケ
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★箕面市特別職給料イメージ図（原田市長の場合）

※上記イメージ図のとおり、令和１０年１月からの給料については、

　ベースとなる現行の給料月額９４０,０００円にリセットしてから

　市民アンケート結果を反映する（前回の市民アンケート結果は引き継がない）。

R6.8.27
（原田市長）

満額支給
（940,000円）

ベースの給料

（９４０,０００円）に

R7市民アンケート

結果を反映

10%アップ
～30%カット

R10.1.1（仮）R8.1.1（仮）

R7.11月（仮）

市民満足度

アンケート 調査結果を

給料に反映

制度導入までに条例等を整備

R9.11月（仮）

市民満足度

アンケート 調査結果を

給料に反映

R10.8.26
（任期満了）

ベースの給料

（９４０,０００円）に

R9市民アンケート

結果を反映

10%アップ
～30%カット

ート調査」に「市政運営に関する評価項目」を設け、否定的評価が肯定的評

価を上回った場合はその上回った割合を給料から減額し、肯定的評価が否

定的評価を上回った場合はその上回った割合に応じて給料を増額する。 
その他 賞与・退職手当は減額前の給料を基に支給 

 
②本市の制度案と寝屋川市との相違点 

先進事例である寝屋川市の制度を参考としつつ、以下の点について本市独自の運用と

して実施したい。 
（１）「市政運営に対する評価」の集計方法 

寝屋川市 ・４年ごとに実施している「市民意識調査」に「市政運営に関する評

価項目」を設けて実施。 
箕面市   ・２年ごとに実施している「市民満足度アンケート」に市政評価にかか

る項目を追加して実施。次回実施は令和７年度秋以降の予定。 
 

（２）給与への評価反映方法 
寝屋川市 ・否定的評価が肯定的評価を上回った場合に給与が減額されるもの

で、肯定的評価が否定的評価を上回った場合のインセンティブは

ない。 
箕面市   ・否定的評価が肯定的評価を上回った場合は給与を減額。 

・肯定的評価が否定的評価を上回った場合には、その上回った割合

に応じて給与を増額するインセンティブを設ける。 
※本制度における給料の増減は、直近の市民アンケート結果を反映するものであり、 

ベースとなる現行の給料月額は変更しない（下記イメージ図参照）。 
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（３）制度案を導入した場合の給与 
詳細は資料３『市民評価連動型給与制度を導入した場合のシミュレーション』参照 

 
（例１）肯定的評価９０％、否定的評価１０％の場合 

（肯定的評価）―（否定的評価）＝＋８０ のため、給与１０％増額 
市 長 ９４０,０００円⇒１,０３４,０００円（＋９４,０００円） 
副市長 ８１８,０００円⇒  ８９９,８００円（＋８１,８００円） 
教育長 ７２４,０００円⇒  ７９６,４００円（＋７２,４００円） 
 

（例２）肯定的評価４５％、否定的評価５５％の場合 
  （肯定的評価）―（否定的評価）＝▲１０ のため、給与１０％減額 

市 長 ９４０,０００円⇒  ８４６,０００円（▲９４,０００円） 
副市長 ８１８,０００円⇒  ７３６,２００円（▲８１,８００円） 
教育長 ７２４,０００円⇒  ６５１,６００円（▲７２,４００円） 
 

【参考】市長の退職手当不支給について 
肯定的評価が否定的評価を上回った場合に人件費が増額しますが、原田市長は退職手

当を受け取らない方針であるため、受け取らない退職手当の額より評価制度により 10％増

額となった場合の 4 年間の増額の計が下回るため、財政的な負担は生じません。 
 

（市長の退職手当額） 
９４０,０００円×１９／１００×４８月＝８,５７２,８００円…A 

（市長が評価制度により 10％増額となった場合の 4 年間の増額の計） 
１,２６３,３６０円／年×４年       ＝５,０５３,４４０円…B     A＞B 

 
４．審議会の今後のスケジュール案 

令和７年２月２０日  第１回審議会（案件の説明） 
令和７年３月上旬   第２回審議会（第１回の説明を踏まえて審議） 
令和７年３月下旬   第３回審議会（事務局より答申案を提案し、審議） 
令和７年４月       審議会で確定した答申内容を踏まえた制度設計 

（第３回審議会までで答申案が確定しない場合は引き続き審議会を開催） 
令和７年６月      令和７年第２回定例会で関係条例の改正を提案 

 
 


